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平成２２年度 入札・契約制度の改善について 

 

 

 当市では、従来から入札・契約制度の公平性、公正性、競争性の確

保に取り組んでまいりましたが、市発注工事における過度な低価格受

注を防止するため、平成２３年１月１日以降、公告、通知する入札か

ら次の改善を行うこととしたのでお知らせします。 

 

                記 

１．低入札価格調査制度 

 ① 失格判断基準の見直し 

    工事費内訳書記載の各費目の金額が、次に掲げる失格判断基

準のいずれか一つに該当する入札は失格とする。 

     直接工事費：設計金額における直接工事費の８５％未満 

     共通仮設費：設計金額における共通仮設費の８０％未満 

     現場管理費：設計金額における現場管理費の７０％未満 

     一般管理費：設計金額における一般管理費の３０％未満 

※ この基準に該当する場合であっても、低価格となった合理的

な根拠があると認められるときは、適用除外とすることがあ

る。 

 

 
契約係  TEL２２－３１１１内線４７１・４７４ 



１　変更箇所

２　変更理由

３　その他
（参考）
○調査基準価格及び最低制限価格

　※調査基準価格及び最低制限価格についての変更はなし。

入札・契約制度の改善について

改善後現　行

　土木工事：直接工事費×０．９５＋共通仮設費×０．９＋現場管理費×０．７
　　　　　　＋一般管理費×０．３

共通仮設費：７０％

現場管理費：７０％

一般管理費：３０％

　公共工事において、過度の低価格による受注が行われた場合には、工事品質の確保に支
障を及ぼしかねないだけでなく、下請業者へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の不
徹底等の悪影響が懸念され、またひいては経営悪化による雇用問題の発生、災害対応力の
低下等を招きかねないことから平成２１年１２月１４日付けで、入札・契約制度を見直し
（平成２２年１月１日以降の入札より実施）、低入札価格調査制度の対象工事を２５０万
円以上の工事から１０００万円以上の工事に引上げ、最低制限価格制度を採り入れる等の
対策を行ってきたが、更なるダンピング対策等の観点から、低入札価格調査時における失
格判断基準を下記のとおり改善する。

　建築工事：直接工事費×０．９×０．９５＋共通仮設費×０．９＋（直接工事
　　　　　　費×０．１＋現場管理費）×０．７＋一般管理費×０．３

共通仮設費：８０％

現場管理費：７０％

一般管理費：３０％

直接工事費：８５％

　直接工事費及び共通仮設費については、純工事費であり、労務者や下請業者及び資材納
入業者へのしわ寄せの一層の防止を図るため。
　また、低価格受注による経営悪化により、雇用問題の発生や、災害対応力の低下を招く
恐れがあるため。

直接工事費：７５％
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